
国 官 技 第 ４ ４ 号
国 官 総 第 １ ２ ７ 号
平成１４年５月３０日

港湾局建設課長
海上保安庁総務部主計課長
各地方整備局企画部長

港湾空港部長
北海道開発局事業振興部長

港湾空港部長
沖縄総合事務局開発建設部長 あて

大 臣 官 房 技 術 調 査 課 長
大臣官房公共事業調査室長

公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用
工事実施要領（土木）について

12 5 31標記について 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 （平成 年 月、 」
日法律第 号。以下「建設リサイクル法」という ）及び「公共建設工事における再生104 。

14 5 30 42 126資源活用の当面の運用について 平成 年 月 日付け国官技第 号・国官総第」（
号・国営計第 号・国総事第 号）を受け 「公共建設工事における分別解体等・再資27 22 、
源化等及び再生資源活用工事実施要領（土木 」を定めたので通知する。）

3なお 「公共建設工事における再生資源活用工事実施要領（土木）について （平成、 」
年 月 日）建設省技調発第 号は廃止する。12 13 268

及び再生資源活用公共建設工事における分別解体等・再資源化等
工事実施要領（土木）

分別解体等・再資源化等及び再生資源活用の対象となる建設工事は、下記の要領に基
づき実施するものとする。

( )設計図書等における条件明示の方法1

イ．再生資材の利用、再資源化施設への搬出等を実施する工事については、利用・搬出等
に関する条件を設計図書等に記載し契約事項とする。
なお、条件の変更がある場合は変更契約時についても設計図書等に条件明示を行うも
のとする。

ロ．特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設資材を使用す
る新築工事等であって、その規模が建設リサイクル法施行令又は都道府県が条例で定め
る建設工事の規模に関する基準以上の工事については、建設リサイクル法第１３条によ
り定められた契約書への記載事項のうち 「分別解体等の方法 「再資源化等をする施、 」、
設の名称及び所在地」のほか、受入時間等の処分条件について設計図書等に記載し、発
注者の設定する積算条件を請負予定者に対し明確にすることとする。
また、変更等の取扱い及び完了報告についても記載することとする。
なお、条件の変更がある場合は変更契約時についても設計図書等に条件明示を行うも
のとする。



ハ．工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、発注者と
受注者が協議するものとする （設計図書に記載）。

( )積算上の取扱い2

イ．再生資材の価格は、実勢価格を計上することとし、地方整備局等が実施する特別調査
により決定する。

ロ．再資源化施設の受入れ費用に関する調査は、地方整備局等が見積り調査又は特別調査
により決定する。
また、分別解体等に要する費用及び建設資材廃棄物、建設発生土等を他の建設工事現
場及び再資源化施設等へ搬出、あるいは建設工事現場への搬入に必要となる費用（積込
み及び運搬費用）を基準書に基づき計上する。

( )施工計画書における取扱い3

再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画については、施工計画書に含めて提出さ
せることとする。また、その実績について提出させることとする。

( )品質の管理4

、 。再生資材を使用する場合は 品質等が適正なものであるか十分注意を払う必要がある
品質等について適正な品質が確保されておらず、新材、購入土を使用せざるを得ない
場合は、設計変更により対応することとする。

( )実施要領の適用5
この実施要領は、平成 年 月 日から適用するものとする。14 5 30



【別 添】設計図書等における記載例

「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領
(土木)について」に定める設計図書等の条件明示については、以下のａ～ｅを参考
とし、必要条件を明記すること。

ａ．再生資材の利用
請負者は下記の資材の使用に際し、再生資材を利用するものとする。

資 材 名 規 格 備考

再生加熱アスファルト混合物 Ａｓ量○○％密粒再生Ｓｍａｘ 使用箇所

再 生 ク ラ ッ シ ャ ー ラ ン Ｒｃ－ Ｓｍａｘ 使用箇所40

再 生 コ ン ク リ ー ト 砂 Ｒｓ Ｓｍａｘ 使用箇所

なお、使用に際し「プラント再生舗装技術指針」等を遵守するものとする。

ｂ．建設発生土の利用
盛土に使用する発生土は、○○道路改良工事からの建設発生土を利用するものと
する。

ｃ．指定副産物の搬出〔ｄ．で記載していれば不要〕
建設工事の施工により発生する指定副産物は、下記の場所に搬出することとする。

①受入れ場所：○○県○○市○○町○○番地
②受入れ時間帯：○時 分～○○時 分00 00
③ 仮 置 き 等：必要な場合は、その場所を明示する
④ 搬 出 調 書 等：提出を義務付ける

ｄ．特定建設資材の分別解体等・再資源化等〔実施要領( )ロに該当する工事の場合〕1
１．本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（ 平成１２年法律第１（
０４号 。以下「建設リサイクル法」という ）に基づき、特定建設資材の分別解体等） 。
及び再資源化等の実施について適正な措置を講ずることとする。
なお、本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、以下の
積算条件を設定しているが、工事請負契約書「７ 解体工事に要する費用等」に定め
る事項は契約締結時に発注者と請負者の間で確認されるものであるため、発注者が積
算上条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。

、 、 、ただし 工事発注後に明らかになった事情により 予定した条件により難い場合は
監督職員と協議するものとする。

①分別解体等の方法

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法（※）

工
程 ①仮設 仮設工事 □手作業
ご ■有 □無 □手作業・機械作業の併用
と



の ②土工 土工事 □手作業
作 □有 ■無 □手作業・機械作業の併用
業
内 ③基礎 基礎工事 □手作業
容 ■有 □無 ■手作業・機械作業の併用
及
び ④本体構造 本体構造の工事 □手作業
解 ■有 □無 ■手作業・機械作業の併用
体
方 ⑤本体付属品 本体付属品の工事 □手作業
法 □有 ■無 □手作業・機械作業の併用

⑥その他 その他の工事 □手作業
□有 ■無 □手作業・機械作業の併用（ ）

※「分別解体等の方法」の欄については、該当がない場合は記載の必要はない。

②再資源化等をする施設の名称及び所在地

特定建設資材廃棄物
施設の名称 所 在 地

の種類

コンクリート ○○処分場 ○○県○○市○○×－××

アスファルト △△処分場 ○○県△△町△△×－××

※上記②については積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。
なお、請負者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。
ただし、現場条件や数量の変更等、請負者の責によるものでない事項については
この限りではない。

③受入時間
○○処分場：００時００分～００時００分
△△処分場：００時００分～００時００分

④その他
仮置き等必要条件があれば記載する。

２．請負者は、特定建設資材の分別解体等・再資源化等が完了したときは、建設リサイ
クル法第１８条に基づき、以下の事項を書面に記載し、監督職員に報告することとす
る。
なお 書面は 建設リサイクルガイドライン 平成 年 月 に定めた様式１ 再、 「 （ ）」 〔14 5
生資源利用計画書(実施書)〕及び様式２〔再生資源利用促進計画書(実施書)〕を兼ね
るものとする。

・再資源化等が完了した年月日
・再資源化等をした施設の名称及び所在地
・再資源化等に要した費用

ｅ．その他
工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、監督職員
と協議するものとする。


